
実質赤字比率 （％） -

連結実質赤字比率（％） -
平成17年度

決算額（単位:千円、%）
平成18年度

決算額（単位:千円、%）
平成19年度

決算額（単位:千円、%）

実質公債費比率 （％） 13.1
公債費充当一般財源等額（繰上償還額、公営企業債償還額及び満期一括地
方債の元金に係るものを除く）(1) 1,555,455 1,472,283 1,384,098

将来負担比率 （％） 80.8
（(1)のうち都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都
市計画税額）

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(2) 2,140 3,273 4,607
公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(3) 50,962 48,084 61,948
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(4) 139,518 134,052 143,095

0 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(5) 1,178
0 一時借入金の利子(6) 55 5 6
0 災害復旧費等に係る基準財政需要額(7) 691,796 640,755 662,542

6,346,436 災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(8) 10,409 10,561 16,602
- 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 255,054 189,320 171,558

資金不足比率 事業費補正により基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(10) 5,143 3,397 3,367
決算額 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(11) 753 954 1,084

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(12) 50,756 49,107 52,512

480,803 小計 （（（１）～（６））－（（７）～（１２））） （A) 735,397 763,603 686,089
884 標準財政規模(13) 6,591,229 6,529,721 6,346,436

12,432 （７）～（１２）の額(14) 1,013,911 894,094 907,665
小計 （１３）－（１４） （B) 5,577,318 5,635,627 5,438,771

13.2 13.5 12.6

121,146 － 決算額（単位:千円、％）

－ (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 11,461,538 (3)の内訳 決算額（単位:千円）

－ 債務負担行為に基づく支出予定額(2) 0 水道事業会計 440,191
－ 一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3) 1,007,753 紀和地区水道事業会計 567,562

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 1,179,935
3,095 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 2,992,555
3,258 － 設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 7,116 (6)の内訳 決算額（単位:千円）

－ 連結実質赤字額(7) 0 土地開発公社 7,116
－ 組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8) 0

(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 3,170,260

98,756 特定の歳入見込額(10) 90,278

4,991 （(10)のうち都市計画税額）

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 8,990,595

小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) 4,397,764

標準財政規模(12) 6,346,436
災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 662,542
災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(14) 16,602
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 171,558
事業費補正により基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(16) 3,367

0 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 1,084

6,346,436
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(18) 52,512

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 5,438,771

80.8
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実質公債費比率（３ヶ年平均）

健全化判断比率の状況
区分

市町名：熊野市

分
子

実質赤字比率

区分 決算額（単位:千円、％）
繰上充用額（A)
支払繰延額（B）
事業繰越額（C)

標準財政規模（D)
実質赤字比率（（A)+（B)＋（C)）／（D)

連結実質赤字比率

区分 単位:％
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一般会計
市有林整備事業特別会計

分
母紀和診療所事業特別会計

実質公債費比率 （A)  ／ （B) × １００
将来負担比率 
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水道事業会計 区分 左の内訳
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法
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用
事
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紀和地区水道事業特別会計
青年の家事業特別会計

分
子

国民健康保険事業特別会計

老人保健事業特別会計

連結実質赤字比率（A)／（B)×１００

将来負担比率 （A) ／ （B） × １００
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